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マイナンバーカード利⽤サービスの横展開加速化
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マイナンバーカードの利活⽤拡⼤に向けて
 今後、我が国は、⼀⽣涯どこで暮らしていても、教育から⽣活、医療に⾄るまで、デジタルの⼒で便利で安全な先端サービスが提

供されるデジタル社会への移⾏の加速化を図る。
 そのパスポートとなるマイナンバーカードの本⼈確認・証明機能を、⽣まれてから亡くなるまで全国⺠が活⽤できる国⺠インフラと
して普及させるとともに、各府省の施策を総動員して、マイナンバーカードの利活⽤拡⼤と利便性の向上を図る。

 このため、関係省庁に所管分野における⽀援の強化を要請し、マイナンバーカードの利活⽤促進プランをとりまとめる。

⽣誕 20 40 60 80 100

⽣活の利便⼦育て

•出⽣届と同時に
申請
•⺟⼦健康アプリ
が、予防接種等
をプッシュで通
知
•乳幼児助成等各
種育児⽀援を享
受

教育

•学⽣証活⽤を推
進。校務のDX
も促進
• GIGAスクール
構想における活
⽤
•図書館等公共施
設利⽤
•各種試験の受験、
成績証明の取得
•各種学割

•⾦融機関や携帯
申込の契約時の
本⼈確認に活⽤
•公共交通サービ
スやその割引利
⽤可能に
•社員証、会員証、
チケット証明等
各種証明
•安⼼に⼿ぶら観
光

健康・介護

•介護保険証等に
活⽤
•関係者間で健
康・介護データ
を共有

医療・防災

•マイナ保険証で
データに基づく
良質な医療提供
•安全・安⼼な救
急搬送
•避難所管理、防
災関連情報提供
等で被災者ニー
ズにきめ細かく
対応

⾏政サービス

•住⺠票等公的証
明の取得、転居
⼿続等、各種届
出オンライン化
•確定申告等⾏政
⼿続時の添付書
類が⼤幅簡素化
•運転免許証、保
険証等、公的資
格証明を⼀元化
•書かない窓⼝等
⾏政事務DXを
推進

•死亡⼿続き等の
オンライン化完
結

死亡
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デジ⽥交付⾦により新たに⽣まれるマイナンバーカード利⽤サービス
 本年3⽉10⽇に採択結果を公表したR4補正デジ⽥交付⾦デジタル実装タイプにより、2023年度中に565の

マイナンバーカード利⽤サービスがスタート。
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565
サービス

医療・健康・⼦育て市⺠ポータル

防災・避難所

公共交通

地域通貨・
ポイント

選挙・投票所受付
施設利活⽤

図書館

交通系ICなどと連携。MNCの
ワンタッチでタクシーや公共交
通への乗⾞・割引などを実現。

MNCのワンタッチで⼿ぶら観光
や、商店街でのポイント利⽤、健
康ポイントサービスなどを実現。

MNCで⺟⼦健康アプリを管理。乳幼児の接種
情報などプッシュ型で提供。その他共通診療券
化、医療情報のエリア内の共有深化など。

MNCと連携した市⺠ポータルにより各
種⾏政サービスの⼊⼝の統合やパーソ
ナル情報に基づいた情報発信を実現。

期⽇前投票や当⽇投票の⼊場受
付にMNCを活⽤。顔写真により
瞬時に本⼈確認。

MNCによりオンライン予約から、
施設のロック解除までスムースに
実現。

リアル図書館での貸し出しのみならず、オ
ンライン図書館サービスを、MNCで実
現。

※団体数は計394団体
※これらの分類に当てはまらないその他のサービス

7つについても565サービスに含まれている

窓⼝DX
MNCによる書かない窓⼝など⼿続きに要
する時間を短縮。

⾏かない窓⼝・電⼦申請
MNCを利⽤した電⼦申請や⾏政MaaSなど役
所に⾏かなくてもよい⾏政サービスを実現。

コンビニ交付
MNCを利⽤したコンビニ交付サービスの更なる加速。

MNCで受付管理。その後の被災者
サービス（罹災証明、⽀援物資提供など）
にも活⽤。
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優良事例を⽀えるサービス／システムの横展開の加速化

Step１
主要分野で、優良事例を⽀える、当⾯ベスト思われるサービス／システム（ベスト・リファレンス）を
カタログ化（第１版では、マイナンバーカードを活⽤したサービスを優先的にカタログ化。それ以外についても順次取り組む）。
 ⾃治体は必要なサービス／システムを迅速に検索し、簡便に⼊⼿できるようになる
 各地域における導⼊検討に資するよう、導⼊実績、導⼊に要する期間・コスト等も⾒える化

優良事例を⽀えるサービス／システムのカタログ化 （2023年夏を⽬途に第１版公表）

Step２
主要サービス分野ごとに、ベスト・リファレンスの調達時に必要となる標準的な要件・機能を整理。
 地域ごとにバラバラのデジタル実装を回避。地域間の相互運⽤性の確保なども担保
 これらを採⽤しようとするエリアに対する、横展開⽀援策についても検討
 オープン原則を徹底し、ベンダーロックインを回避

ベスト・リファレンスを調達するための標準的な要件・機能を公表 （2023年末を⽬途に公表）

Step３ 将来的には本年４⽉から実証予定のDMPと連携。
 各⾃治体における導⼊⼿続きの迅速化・円滑化を推進

DMP（デジタルマーケットプレイス）を連携・活⽤ （2024年以降の連携を⽬指す）

 ①主要分野ごとに優良事例を⽀えるサービス／システム（ベスト・リファレンス）をカタログ化
②ベスト・リファレンスを調達するための標準的な要件・機能を整理
③DMP（デジタルマーケットプレイス）を連携・活⽤
の３つのステップにより、マイナンバーカードを活⽤した優良な事例の横展開を加速。
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（参考）優良事例を⽀えるサービス／システムの横展開の加速化（補⾜）

＜エリア軸＞

各エリアのデジタル基盤（データ連携基盤等）

医
療

交
通

Aエリア

Bエリア

Cエリア

・・・
防
災

Step1 : カタログ化
Step2 : 調達要件の整理
Step3 : DMPの導⼊

サービスX

サービスY

サービスZ

＜デジタル実装サービスの横展開の進め⽅＞ ＜デジタルマーケットプレイス（DMP）＞

⾏政機関がカタログ上に登録されたサービ
スの中から調達仕様に対して最も適切な
ものを選択・契約
→ 調達期間を短縮し、官⺠双⽅で調達

を簡素に
→ また、市場の透明性を⾼め、スタート

アップの参⼊も促進

調達
仕様書

⾏政機関α

A社 B社 C社

サービス
a

サービス
b

サービス
c

調達
仕様書

⾏政機関β

⾃社サービスを登録

調達
仕様書

⾏政機関γ

DMP

登録されたサービスの仕様・価格を⽐較・選択

国は、様々なエリアでの、こうし
たベスト・リファレンスの調達・採
⽤を⽀援︕
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優良事例を⽀えるサービス／システムのカタログ化

• マイナンバーカー
ドを利⽤した証
明書等のコンビ
ニ交付サービス

•電⼦申請や⾏
政MaaSなどの
でマイナンバー
カードの活⽤

窓⼝DX

•書かない窓⼝な
ど⾏政窓⼝での
マイナンバーカー
ドの活⽤

市⺠ポータル

• マイナンバーカー
ドと連携した市
⺠ポータル

図書館

•図書館カードや
電⼦図書館に
おけるマイナン
バーカード利⽤

コンビニ交付

地域通貨・
ポイント

•地域通貨やポイ
ントサービスでマ
イナンバーカード
を活⽤

⾏かない窓⼝・
電⼦申請

• マイナンバーカー
ドを活⽤した⺟
⼦健康アプリ

医療・健康
・⼦育て

•地域公共交通
におけるマイナン
バーカードの利
⽤

公共交通

防災・避難所

•避難所管理、
防災関連情報
提供等でマイナ
ンバーカードを活
⽤

施設利活⽤

•公共施設での
受付管理にマイ
ナンバーカードを
活⽤

選挙・
投票所受付

•投票所での受
付管理にマイナ
ンバーカードを活
⽤

その他

• その他の分野で
のマイナンバー
カードの活⽤

サービス概要
サービス名 ●●サービス
サービス分類 公共交通
サービス概要／特徴・優位性 ●●するもの
マイナンバーカードの利⽤⽅法 都度カードをかざして認証
サービスURL・問合せ先
導⼊⼿続
価格 ●●万円〜
無料トライアルの有無 有
導⼊に要する期間・サポート 約１ヶ⽉（サポートあり）
⾃治体での導⼊実績
導⼊⾃治体数 ●●
主な導⼊⾃治体 ●●市、××市

◆カタログ化するサービスのイメージ
まずは以下のような分野を想定（対象分野は順次拡⼤）
・ 避難所や投票所、公共施設での受付管理等
・ 地域公共交通におけるマイナンバーカードの利⽤
・ マイナンバーカードを活⽤した⺟⼦健康アプリ など

◆サービスカタログのイメージ
個別具体のサービスについて、サービス概要、導⼊⼿続、
導⼊実績等を紹介
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（参考事例）既に公開した防災DXサービスマップの概要
 災害のフェーズごとに、どのようなサービスがあるか、⼀⽬で分かる。
 ⾃治体への導⼊実績、導⼊に必要な価格及び無償トライアルの有無なども分かる。
 今後、防災DX官⺠共創協議会で議論を進め、マップの利便性を⾼めるとともに、優れたアプリの開発を促進する。

各場面ごとの（主な）
サービスの特徴を解説

（ ）内の数
字は、応募の
あったサービ
スの数

災害のフェーズに
応じた、災害対応
の場面を設定

• クリックするとより詳しい
内容が分かる

• 無償トライアル有無、価格、
自治体導入実績数、導入
自治体名 など

経緯

防災DX官⺠共創協議会での議論の参考とするた
め、防災の現場で活⽤できるアプリやシステム等につ
いて、昨年10⽉から公募。

その結果、100件を超えるアプリやシステム等の応
募があり、これらについて、⾃治体等の現場が迅速
に検索し、簡便に⼊⼿するためのツールとして使える
よう「防災DXサービスマップ（初版）」として、
2023年３⽉10⽇に公表。

防災DX官⺠共創協議会（2022.10〜公募開始。295者が集結）
主な活動
２．防災DXに係る技術動向と重点分野・普及⽅策等の検討
５．防災分野のアプリやシステム等の調達適合性判断基準の枠組みの検討



8

（参考事例）既に公開した防災DXサービスカタログの掲載事例

価格
無償トライアルの有無
が分かる

個別サービスの詳し
い内容が分かる

問い合わせ先

作業中

自治体導入実
績

トップ画⾯からクリックすると詳しい情報が参照できる。
⾃治体がサービスを導⼊するにあたって、参考となる情報（価格、無償トラ
イアル、⾃治体導⼊実績、導⼊⾃治体名、問い合わせ先）が確認できる。
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デジタルライフライン全国総合整備計画について
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サービス・ロボット、ドローン
の社会実装

デジタルライフライン全国総合整備計画の実現に向けて
 ⾃動⾛⾏⾞両、ロボット、ドローンは、地域の旅客・貨物需要などに合わせて⾃由に組み合わせる時代へ。

今後は、これらをトータルにモビリティとして捉え、移動需要に対する新たなモビリティ政策を検討していくことが必要。
 ⾃動⾛⾏等の全国展開に当たっては、単なる実証ではなく社会実装につながるよう、個別事業の持続可能性を

担保するための要件（社会的インパクトや、新たな需要・投資の明確化、必要なKPI）を明確化することが必要。
 異なる事業者が提供する⾞両やロボット、ドローンの間で、空間情報の共有、協調制御の実装など、地域の実情に

合わせた運⾏管理・事業体制を検討していくことが必要。これらに必要となるハード・制度の整備も含め、官⺠ITS
構想・ロードマップの名称を改め、「モビリティ・ロードマップ（仮称）」として再起動し、デジタル全総の実現をサポート。

分散型制御

⾞ 両⾞ 両 ロボットロボット ドローンドローン

⾃ 助
事業モデル
個別システム

⾃ 助
事業モデル
個別システム

共 助
協調制御

共通のアーキ
テクチャ

共 助
協調制御

共通のアーキ
テクチャ

公 助
ハードインフラ

制度

公 助
ハードインフラ

制度

無⼈⾃動⾛⾏
の社会実装

ロードマップ（技術と制度の取組年次計画）の再起動

社会的
インパクト
新たな

投資・需要

A社 B社 … … …

建物、道路、、

…

ロボット協調制御実証

デジタル全総で全国へ展開 デジタル全総等で全国へ展開

各省横断的な
モビリティ政策
のフィールド

個別制御
システム

協調制御
システム

共通インフラ
制度整備

協調制御
の拡張

協調制御
の拡張
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参考資料
〜デジ⽥交付⾦により新たに⽣まれるマイナンバーカード利⽤ケース
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公共交通−⾃動運転バス乗⾞予約サービス−
 「マイナンバーカードと連携したID」と「アプリ」を活⽤し、スマホ1つで簡単・便利に⾃動運転バスの予約/乗⾞が
可能なシステムを構築。また、マイナンバーカードと連携することにより、⾼齢者・障害者割引等のサービスも実現。

実施⾃治体︓愛知県⽇進市など

・マイナンバーカードと連携したIDにより本⼈認証をした上で乗⾞予約を⾏うことで、利⽤者に最適な情報や地域クーポンを配布。
これにより、⾼齢者の外出機会を創出しフレイルを予防するなど、⾃動運転バスを起点とした政策実現を可能にする。
・マイナンバーカードと連携した本⼈認証により、市⺠割引や⾼齢者・障害者割引等の各種サービスを提供。

利⽤者はマイナンバーカードと連携したIDを使うことで簡単にアプリで⾃動運転バスの乗⾞予約が可能

利⽤登録 乗⾞予約
※デジタル推進委員等を配置し、
⾼齢者のデジタル機器・サービス
の利活⽤をサポートする

幹線道路鉄道
との接続点を

結ぶ

少量⾼頻度輸送
細かいニーズを拾う

⾯で抑える

⾃動運転バスARMA LINE公式アカウント

認証済み
ID情報

市⺠

実現する姿
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医療・健康・⼦育て−マイナンバーカードを利⽤した⾒守りサービス−
 児童を事故・犯罪等の被害から守るため、マイナンバーカードをタッチして児童の登下校時の記録・共有、登下校

の状況の保護者への通知可能なシステムを構築し、関係機関が連携・協⼒する⾒守りの仕組みを構築。

・地域防犯パトロール隊や関係機関との連携が可能（当⽇の児童の登下校状況の迅速な情報提供・把握が可能になる）
・親がバスに乗って通学する⼦供の登下校を確認可能

実施⾃治体︓島根県美郷町など

背
景
・
対
応
⽅
針

背
景
・
対
応
⽅
針

• 夫婦共働きの保護者が増加傾向（1歳児の90％以上が保育所に⼊所の実態）
• ⼦育て世代が安⼼して育てる事が出来る⽣活環境の整備が必要
• スマホを持っていない児童が多く、スマホに頼らない登下校管理のシステムが必要

課
題

• マイナンバーカードをタッチして児童の登下校時の時間を記録
• ⼦供の登下校の状況を、保護者に通知することで⾒守りとして活⽤
• 学校側でも⽣徒の登下校情報が閲覧可能なため⾒守りとして活⽤

解
決
施
策

将来構想
AIスピーカー連携 通学バス連携登下校状況の表⽰

スマホ、タブレット、PCから閲覧可能
スピーディに登下校状況を確認

AIスピーカーが
連絡をお知らせ

バス⾞内へ⾃動通知で
児童の安全管理を徹底

登下校登録
マイナンバーカード

マイナンバーカードを
タッチして登下校を記録

登下校連絡

LINEと連携し 
当⽇の登下校管理も簡単に

確認が可能 

出⽋確認

登下校時間の通知か
ら、出⽋確認へのバー

ジョンアップへ。

トーク画⾯にてチャットボットが
要件を確認

保護者は、クリック操作のみで
出⽋連絡が可能

実現する姿
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医療・健康・⼦育て−医療MaaS・⺟⼦健康アプリ−
 医療MaaS（移動型セルフチェックサービス）や⺟⼦健康⼿帳アプリなどのサービスの本⼈認証にマイナンバー
カードを活⽤し、個⼈に紐づくサービスの提供や医療情報のスムーズな連携による利便性向上を実現。

実施⾃治体︓茨城県境町など 実施⾃治体︓北海道留寿都村など

医療MaaS

✔ 医療MaaSの導⼊により、様々なセルフチェックサービス
（例︓⽬・腹部エコー・胃など）でマルチタスク⾞両を活⽤
し、住⺠が⾃宅近辺や公⺠館、勤め先などで受診

✔ マイナンバーカードと連携したIDを活⽤し受診

✔ 基本健診のみ受診し、その後の検診が受けられていない
住⺠の利便性向上

✔ 早期に検診することで、重症化を抑⽌し、将来的な医療
費削減につながる

⺟⼦健康アプリ

✔ 乳幼児健診や予防接種などの情報をリアルタイムにデータ
化し、本⼈同意のもと⾏政保健や地域医療機関と共有

✔ 保護者は過去の健診や接種記録を参照でき、個々⼈に
適したサポートやフォローアップ情報を受けられる

実現する姿
✔ アプリの利⽤で、本⼈同意に基づき⺟⼦保健に必要な情
報を正確に取得し、個⼈に適した⼦育てサービスを提供
✔ 電⼦カルテや⾃治体へのデータ共有もでき、デジタル化に
よる事務作業の効率化も実現

C
M
S

簡
易
的
な
予
約
・

本
⼈
認
証

ポ
プ
ア

プ
で

検
診
を
促
進

実現する姿

情報/サービス提供機能/情報提供

データ利活⽤ サービス利⽤

⾃治体

医療機関
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市⺠ポータルサービス
 マイナンバーカードと連携した市⺠IDの発⾏による利⽤者の状況に応じた情報の発信を⾏うパーソナライズドされた

市⺠ポータルを構築。

パーソナライズドポータル
＋統合ID基盤

⾏政 保育 医療

データ データ データ

市⺠ID

• 個⼈属性
• ⾏動履歴

• ニーズ把握
• 未利⽤者抽出

ワンストップサービス

他地域と
連携⼀つの市⺠IDで、⾃治

体・事業者が提供する
様々なサービスをワンス
トップで利⽤可

1度のユーザ登録・属性
変更・本⼈確認。各サ
ービスが連動し､利便性
・利⽤率向上

住⺠の⾏動を分析し、
ニーズに沿ったサービス
提供・質の⾼いサービス
改善

ID ID ID

サービス毎の
利⽤登録・

ログイン
サービス毎にIDが
バラバラ
→ID覚えるのが⾯倒、

セキュリティへの不安

ユーザ登録・属性変更
が都度必要
→利便性・利⽤率低下

市⺠に⾏き渡っていな
い多数のサービス、
誰がどんなサービスを使
っているか不明

本人

個別の
本⼈確認

サービスをバラバラに提供する
ための”切れ⽬”により、

必要な⼈にサービスが届かない

実施⾃治体︓福島県、東京都東村⼭市など

利⽤者の属性・利⽤状況に応
じた適切な情報をプッシュ通知

本人

課題 実現する姿

共通ID
• 1IDで全サービスを利⽤可能で、
煩わしい複数ID/Passの管理が
不要

ニュースフィード
• ユーザの属性に応じた“今欲しい
情報”をお届け

本⼈確認
• マイナンバーカードでの本⼈確認

パーソナライズ
• マイページで設定した居住地・通勤先・
属性・興味等をもとにしたおすすめサー
ビス・情報を表⽰
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マイナンバーカードによる受付チェックイン・認証ゲート⼊場サービス
 これまでサービスごとに⾃治体が配布していたカードをマイナンバーカードに⼀元化することにより、マイナンバーカードを

かざすことで、各種施設の受付チェックイン・認証ゲート⼊場の円滑化やイベント参加資格の確認等を容易に⾏うこ
とが可能に。

施設の⼊場⼝・駐⾞場⼊⼝

汎⽤型
顔認証付き
カードリーダー

アプリサーバー

マイナンバーカード
の市⺠カード化施設利⽤者 駐⾞場ゲート

カードリーダ

管理サーバ

• オンライン資格確認で利⽤されて
いる顔認証付きカードリーダーを
汎⽤的に利⽤する初事例

• マイナンバーカードをかざしてゲー
トで利⽤する初事例

初

初

実施⾃治体︓兵庫県姫路市など

タッチ

✔ 市内の⼦ども約60,000⼈に配布している施設無料⼊場カードを
マイナンバーカードに切り替え

✔ マイナンバーカードで利⽤する場合、事前登録なしに優待利⽤可能
✔ マイナンバーカードをカードリーダー(顔認証付き)にセットするだけで、

容易に優待資格（住所・年齢要件）の判定が可能に
✔ 施設の駐⾞場⼊場時にマイナンバーカードをかざすことで登録者を
判別し、⾃動でのゲートの開閉が可能。

✔ 市が発⾏するカードをサービスごとに持ち歩く
必要がある

✔ ⽬視で年齢等の優待資格を確認すること
は施設窓⼝の負担が⼤きい

✔ ⼀時的なイベントなどで、⼀部利⽤者への
優先枠などを設定することが困難

課題 実現する姿
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防災・避難所・選挙−災害時の避難所受付・選挙投票⼊場受付−
 マイナンバーカードを活⽤することで、災害時避難所の受付や投票所の受付時に個⼈を特定したチェックインを実

現。また、マイナポータルから医療情報などを取得することで、避難所での⽣活をサポート。

実施⾃治体︓愛媛県新居浜市など
実施⾃治体︓富⼭県⽴⼭町など

避難者

マイナンバーカード

タッチ

チェックイ
ン
OK

マイナ
ポータル

医療関係者等

避難所
担当者

災害時避難所の受付等

実現する姿
✔ 職員による避難所の⼊所⼿続き及び管理作業の低減化
✔ 避難者チェックイン情報の本⼈同意による連携が可能
✔ 既存の防災情報システム（避難所開設等情報）とも
連携が可能

選挙投票⼊場受付等

✔ 災害時において、マイナンバーカードを活⽤し、避難所に
おける住⺠避難状況の管理やマイナポータルの閲覧により
服薬中のお薬情報や通院履歴の確認等をサポート

✔ マイナンバーカードを活⽤することで、投票⼊場券を利⽤せ
ずとも受付を可能とする

✔ 期⽇前投票所では宣誓書をシステムから出⼒することで、
宣誓書を⼿書きする必要が無くなる

実現する姿
✔ 当⽇投票所にマイナンバーカードによる名簿対照⽤端末を

配置/運⽤することで、選挙⼈の待ち時間の短縮と、名簿
対照を担う従事職員の負担軽減につながる

✔ システムをネットワークで結ぶことで、複数の期⽇前投票所
での期⽇前投票の実施により、選挙⼈の利便性が向上

⼆重投票の防⽌︕

宣誓書記載内容説明
住⺠の誘導

システムへの受付登録… マイナンバーカードを
かざして受付終了︕
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マイナンバーカードを活⽤した地域ポイントサービス
 域内での購買活動やボランティア活動等にマイナンバーカードと連携した地域ポイントアプリでチェックインを⾏うこ
とでポイントを付与し、個⼈の貢献を可視化する。ポイントをためることで、体験サービスやまちづくりへの参加、地域
商店街での購買活動を促進することで地域活性化につなげる

実施⾃治体︓神奈川県⼩⽥原市など

 地域における活動と地域への愛着形成との域内好循環を構築。
 マイナンバーカードと連携したアプリの活⽤により、決済データ、購

買・移動データなどを活⽤することで、住⺠や観光客の消費⾏
動を活性化。

 郊外型の⼤型店舗の⽴地やオンラインショッピングの進展、⼈⼝
動態の変化などで減少傾向となり、賑わいが低迷し、空洞化が
進んでいる。

 有名な観光地と隣接するも、通過点として利⽤されることが多く、
来訪客を呼び込む必要がある。

課題


